
    新年明けましておめでとうございます。 

旧年中は格別なご高配を賜り、まことに有難く御礼申し上げます。 

  本年も、より一層のご支援を賜りますよう、職員一同心よりお願い申し上げます。 

 

          
                                                   

令和６年１月１日より改正電子帳簿保存法が施工されるのに伴い、１月１日の前後の電子取引について、 

確認の意味も込めて取り上げていきます。 

（令和６年１月１日より前について） 

電子取引データは、令和４年１月１日より電子取引保存が義務付けられていましたが、改正で「宥恕措置」が 

創設され、引き続き電子取引データを出力した書面保存が令和５年１２月３１日まで認められていました。 

（令和６年１月１日以降・・・原則） 

令和５年１２月３１日まで認められていた上記宥恕措置は廃止。令和６年１月１日以降の電子取引では 

原則、検索要件、規程の整備等の保存要件を充足する形で電子保存が必要となりました。 

（令和６年１月１日以降・・・猶予措置） 

所轄税務署長がやむを得ない理由（社内システム整備が間に合わない等）があると認め、税務調査の 

際に、電子取引データのダウンロードの求めに応じ、出力書面の提示等にも応じることができるように 

している場合は、保存要件は全て不要で、単に電子保存すればよいとする「猶予措置」が設けられました。 

（令和６年１月１日以降・・・他） 

「猶予措置」の他にも、税務調査で電子取引データのダウンロードに応じられるようにしておくことを前提に 

保存要件のうち検索要件を不要とする措置の対象者について前々事業年度の売上高が「1,000 万以下」 

から「5,000 万以下」の事業者に拡充されました。さらに、税務調査で出力書面を取引年月日等ごとに 

整理した状態で提示等できるようにしている事業者は、売上高にかかわらず、検索要件は不要で電子保存 

が認められます。 
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※ ホームページも情報満載です。 

是非、ご覧下さい！！ 

税理士法人 

 三和会計事務所 
山形市浜崎 76 番地 7 

TEL：（023）624-3466 FAX：（023）624-3472 

  E-mail  :  sanwa-kaikei@tkcnf.or.jp      

１・２月の税務カレンダー 
 日 月 火 水 木 金 土 

1 

・ 

2 

月 

 ➀ ② ③ 4 5  6 

⑦  ⑧ 9 10 11 12 ⑬ 

⑭ 15 16 17 18 19 ⑳ 

㉑ 22 23 24 25 26 ㉗ 

㉘ 29 30 31 1 2 ③ 

④ 5 6 7 8 9 ⑩ 

⑪ 12 13 14 15  16 ⑰ 

⑱ 19 20 21 22  23 ㉔ 

㉕ 26 27 28 29   

 

1 月の主な税務 

■ 1 / 10 (火) ・前年 12 月分源泉所得税（毎月納付される原則の方） 

・住民税の特別徴収税額の納期限 

■ 1 / 22 (月) ・年 2 回納付の特例適用者の源泉所得税の納付期限 

■ 1/ 31 (水) ・11 月決算法人の確定申告と納税 

・5 月決算法人の中間申告と納税 

・消費税の年税額が 400 万円超の 2 月,5 月,8 月決算法人 

の 3 月ごとの中間申告と納税［消費税及び地方消費税］ 

・給与支払報告書、法定調書、償却資産申告書の提出期限 

２月の主な税務 

■ 2 / 12 (月) ・1 月分源泉所得税（毎月納付される原則の方） 

・住民税の特別徴収税額の納期限 

■ 2/ 29 (木) ・12 月決算法人の確定申告と納税 

・6 月決算法人の中間申告と納税 

・消費税の年税額が 400 万円超の 3 月,6 月,9 月決算法人 

の 3 月ごとの中間申告と納税［消費税及び地方消費税］ 
 

← QR で簡単に 
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